
別紙様式第１

出　店　申　請　書

令和　　年　　月　　日

　海上自衛隊第２１航空群司令　殿

	法人・個人等の別
	法人・個人・団体

	法人名(団体名)
	
	印＊

	代表者氏名
	
	

	郵便番号
	〒

	住所
	

	連絡先
	固定：

	
	携帯：


＊　 法人の場合は社印、個人又は団体の場合は代表者の印を押印する。

ヘリコプターフェスティバルin TATEYAMA（館山航空基地一般開放）における臨時店舗出店業者の公募について、下記取決め事項に同意の上、参加を申請する。

記

取 り 決 め 事 項
１　総　則
(1)   適用範囲
本取決め事項は、ヘリコプターフェスティバルin TATEYAMA（館山航空基地一般開放）における臨時店舗の出店、営業及び撤収（以下「業務」という。）について適用する。
(2)   用語の定義
　　ア　群司令　　海上自衛隊第２１航空群司令
イ　関係職員　海上自衛隊第２１航空群司令部監理幕僚
館山航空基地隊厚生隊長
ウ　出店業者　本業務を実施する者
２　実施時期
令和元年７月２７日（土）
３　実施場所
千葉県館山市宮城無番地　海上自衛隊館山航空基地内
４　出店業者の決定
　　出店業者の決定は、群司令が行う。
５　出店協力会の組織
出店業者は、関係職員が指定する出店業者を会長とし、出店協力会を組織するものとする。
６  国有財産（土地）の使用
(1)   使用許可
出店業者は、北関東防衛局長から国有財産使用の許可を得なければならず、業務の実施に際しては、当該許可に係る条件を遵守するものとする。
(2)   申請の事務
国有財産使用許可の申請に係る事務は、前項に規定する出店協力会の会長が取りまとめるものとし、その要領については、関係職員が定める。
(3)   許可が得られない場合
　　　出店業者が国有財産使用の許可を得られない場合、群司令は、当該出店業者の決定を取り消す。
(4)   使用料の支払い
国有財産使用の許可を受けた出店業者は、北関東防衛局長の指示に従い、その使用料を支払うものとする。


７　業務の内容
(1)   全　般
出店業者は、事前に提出した事業計画書に基づき、関係職員の指示に従い、次の各号に示す業務を実施するものとする。なお、本業務の実施に係る費用、水道光熱料、労務、資材及びその他の経費の一切を負担しなければならない。
(2)   設　置
出店業者は、関係職員の指示する時間までに出店場所に集合し、関係職員の指示する位置に臨時店舗を設置する。
(3)   営　業
出店業者は、ヘリコプターフェスティバルin TATEYAMA（館山航空基地一般開放）の来場者、海上自衛隊館山航空基地に勤務する隊員及びそれらに準じる者（以下「利用者」という。）に対し、商品の販売を行う。
ア　販売できない商品
　　　　出店業者は、以下に示す商品を販売してはならない。
(ｱ) 酒、アルコール類（土産物を除く。）
(ｲ) 法令等の定めにより営業許可が必要とされるものであって、出店業者が当該許可を受けていないもの
(ｳ) その他、ヘリコプターフェスティバルin TATEYAMA（館山航空基地一般開放）に相応しくないものとして群司令又は関係職員が定めるもの
　　イ　ごみの処理
　　　　出店業者の販売する商品から発生するごみの処理については、関係職員の定めるところに従い、適正に実施するものとする。
ウ　営業に係る責任
出店業者は、臨時店舗の失火、商品の瑕疵等について一切の責任を負い、利用者又は関係職員からの連絡を受けた場合は、即時に対応するものとする。
エ　名義の使用
出店業者は、自己の営業上の取引に関して、海上自衛隊等、官公庁の名義を使用してはならない。
(4) 　撤　収
出店業者は、関係職員の指示する時間までに臨時店舗を撤収する。
(5) 　禁止事項
ア　保　全
出店業者は、関係職員の与えた指示及び業務の遂行上知り得た情報の保全を遵守するものとし、これを業務の履行以外の目的に使用し、又は第三者に開示してはならない。
イ　飲酒について
出店業者は、基地内で飲酒をしてはならない。
８　その他
本取決め事項に記載のない事項及び細部については、関連法令の定めによるほか、必要の都度、関係職員と出店業者の間で協議するものとする。



別紙様式第２
事　業　計　画　書
	法人・個人の別
	法人・個人・団体
	＊　法人の場合は社印、個人又は団体の場合は代表者の印を押印する。


	法人名(団体名)
	
	印＊
	

	代表者氏名
	
	
	

	郵便番号
	〒
	

	住所
	
	

	連絡先
	固定：
	

	
	携帯：
	

	資格等
(該当するものに○を付す。)
	１　館山商工会議
所会員
	２　館山観光協会
会員
	３　自衛隊協力会
会員

	
	４　海自イベント
参加実績
	５　陸自、空自イベ
ント参加実績
	６　官公庁イベン
ト参加実績

	業　種
(どちらかに○を付す。)
	１　飲食店等
	２　物品販売

	取 扱 品 目 ・ 価 格 表

	品　　　名
	販売価格
	販売予定数量
	備　考

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	従 　業 　員 　名 　簿

	（フリガナ）
氏　　名
	生年月日
	性別
	住　所
	役職又は
担当業務
	備　考

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	




	法人(団体)名
	

	代表者氏名
	



	火気・電気の使用
＊火気・電気を使用する場合、ガスボンベ及びバッテリー等は持参とする。

	火気
	使用する　・　使用しない
	電気
	使用する・使用しない

	
	使用する場合
プロパンガス　　　　　箇所
炭　　　　火　　　　　箇所
	
	

	店舗設置予定図

	
	４．００ｍ
	

	４
．
０
０
ｍ
	




















	

	
	
	

	
	
	

	＊１　火気、電気を使用する場合、使用箇所を明記する。
＊２　火気を使用する場合、消火器の設置場所を明記する。
＊３　飲食店の場合、手洗い設備の設置場所を明記する。
＊４　商品からごみが発生する場合、ごみ箱の設置場所を明記する。

	乗入車両（２台まで）

	車　両
	車両ナンバー
	色
	任意保険

	メーカー
	車種
	
	
	対人(円)
	対物(円)

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	




別紙様式第３

委 　　任 　　状

あヘリコプターフェスティバルin TATEYAMA（館山航空基地一般開放）
あ出店協力会会長 　 殿

	法人・個人等の別
	法人・個人・団体

	住　　　　　所
	

	法人(団体)名
	
	印
＊

	代 表 者 氏 名
	
	


＊　法人の場合は社印、個人又は団体の場合は代表者の印を押印する。

ヘリコプターフェスティバルin TATEYAMA（館山航空基地一般開放）における臨時店舗出店に係る国有財産の使用（国有財産法（昭和２３年法律第７３号）第１８条の規定に基づく使用をいう。以下同じ。）について、下記の権限を委任します。ただし、使用許可書に付される全ての条件について遵守します。

記

１　国有財産の使用の許可申請に関する事務
２　国有財産の使用に係る使用料の納付に関する事務
　３　国有財産の使用に係るその他の事務


















別紙様式第４
誓　 約　 書
私
当　社
は、下記１に該当せず、将来においても該当しないことを誓約します。また、貸付又は使用許可を受けた国有財産の使用に当たっては、下記２に掲げる使用等を行わないとともに、暴力団員等による不当介入を受けた場合には、下記３の措置を行うことを誓約します。また、当方が下記１に該当しないことを確認するため、当方の個人情報について、国が警察当局へ情報提供することに同意します。
　この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。

記

１　 契約の相手方として不適当な者
[bookmark: _GoBack](1)　法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役員又は支店若しくは営業所の代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。以下同じ。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）　又は暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき
(2) 　役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的、又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき
(3) 　役員等が、暴力団又は暴力団に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき
(4) 　役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなどしているとき
(5) 　役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき
なお、役員等に変更があった場合は、速やかに別紙様式第５により変更後の役員名　を提出します。

２　 公序良俗に反する使用等
　　 暴力団若しくは法律の規定に基づき公の秩序を害するおそれのある団体等であることが指定されている者の事務所又はその他これに類するものの用に供し、また、これらの用に供されることを知りながら、貸付物件（使用許可物件）を第三
者に転貸し又は賃借権を譲渡すること。


３ 　警察への通報等
(1) 　貸付物件（使用許可物件）を使用するに当たって、暴力団又は暴力団員、社会運動標ぼうゴロ（※１）、政治活動標ぼうゴロ（※２）、その他暴力団関係者から、不当要求又は業務妨害を受けた場合は、断固としてこれを拒否するとともに、速やかに警察に通報し、捜査上必要な協力を行うこと。
(2) 　（1）による警察への通報及び捜査上必要な協力を行った場合には、速やかにその内容を記載した書面により、許可者に報告すること。
　　※１　社会運動を仮装し又は標ぼうして、不正な利益を求めて暴力的不法行為等を行うおそれがあり、市民生活の安全に脅威を与える者
　　 ※2  政治運動を仮装し又は標ぼうして、不正な利益を求めて暴力的不法行為等を行うおそれがあり、市民生活の安全に脅威を与える者


北 関 東 防 衛 局 長　　殿


令和　　　年　　　月　　　日　　　　


　　　　　　　　　　　　住所又は所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　
　　　　　　　　　　　　氏　名又は名　称　　　　　　　　　　　　　　　印　
　　　　　　　　　　　　　　　　　＊　法人の場合は社印を、個人または団体の場合は代表者の印を押印する。
















別紙様式第５

令和元年　　月　　日
	役　員　名　簿

	商号又は氏名
	

	所　在　地
	

	役　職　名
	（フリガナ）
氏　名
	生年月日
	性別
	住　　　所

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


＊１　法人の場合は、役員又は支店若しくは営業所の代表者及び経営に実質的に関与している者を記載する。
＊２　団体の場合は、代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者を記載する。

別紙様式第６
会　社　概　要

	設置業者名
（法人名・団体名・商号・代表者氏名）
	

	設立年月日
	　　　　　年　　月　　日

	資本金
	　　　　　　　　　　　円

	役員数
（団体の場合は理事等）
	　　　　　　　　　　　名

	従業員数
	　　　　　　　　　　　名

	主要事業種別
	


（＊主要な事業のみを簡潔に記載）

	主要営業地域
	

（＊県名又は市町村名を記載）

	主要営業実績
	


（＊主要な業績のみを記載）



